
○名古屋学院大学通信制大学院学則 
（ 2000 年 12 月 21 日 制定）  

   第 1 章 総則 

 （ 目的）  

第 1 条 本通信制大学院は、 学校教育法およ び教育基本法およ び名古屋学院大学大学

院学則の定める と こ ろ によ り 、 本学大学院の通学の課程に則し て、 主と し て通信の

方法によ る 正規の課程と し て開設し 、 既に社会で活躍する 人材を 主な対象と し て、

よ り 高度にし て専門的な学術の理論及び応用を 教授研究し 、 キ リ ス ト 教主義に基づ

いて人格を 陶冶し 、 社会の発展に寄与する こ と を 目的と する 。  

 （ 自己点検・ 評価）  

第 2 条 本通信制大学院は、 その研究・ 教育水準の向上を 計り 、 前条の目的を 達成す

る ため、 教育研究活動の状況について自己点検・ 評価を 行い、 その結果を 公表する 。  

2 前条の目的を達成する ための点検の項目・ 実施体制は別に定める ｡ 

3 自己点検・ 評価の結果については、 本大学院の教職員以外の者によ る 検証を 行う よ

う に努める 。  

 （ 情報の提供）   

第 2 条の 2 本大学は、 その教育研究活動の状況について、 広く 周知を 図る こ と がで

き る 方法によ っ て、 積極的に情報を提供する 。  

 （ 課程及び専攻）  

第 3 条 本通信制大学院は、 本学大学院外国語学研究科英語学専攻の通学課程に基礎

を置く も のと する 。  

2 本通信制大学院に博士課程を置く 。  

3 英語学専攻（ 通信教育課程） 博士前期課程は、 国際語である 英語について高度の運

用能力の育成と 共にその関連領域に関する 専門的な知識を 総合的に備えた人材の育

成を 目指し 、 特に社会人を 対象に、 通信によ る 指導を 基本と し て高度な専門教育を

供する こ と を 目的と する 。  

4 英語学専攻（ 通信教育課程） 博士後期課程は、 専攻分野について、 研究者と し て自

立し て研究活動を 行い、 又はその他の高度に専門的な業務に従事する に必要な高度

の研究能力及びその基礎と なる 豊かな学識を 養う こ と を 目的と する 。
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 （ 収容定員）  

第 4 条 本通信制大学院の収容定員は次のと おり と する 。  

研 究 科 
博士前期課程 博士後期課程 

専攻 入学定員 収容定員 専攻 入学定員 収容定員 

外国語学研究科 英語学 20 名 40 名 英語学 1 名 3 名 

 

 第 2 章 修業年限 

 （ 修業年限）  

第 5 条 本通信制大学院博士課程の標準修業年限は 5 年と し 、 こ れを 前期 2 年課程お

よ び後期 3 年課程に区別し 、 前期 2 年の課程は修士課程と し て扱う 。  

2 本課程における 在学年限は、 原則と し て博士前期課程（ 修士課程） においては 4 年、

博士後期課程においては 6 年を 超える こ と はでき ない。  

 第 3 章 教育課程及び履修方法 

 （ 科目と 単位）  

第 6 条 本通信制大学院の授業科目、 単位数及び履修方法は別表 1 のと おり と する 。  

 （ 履修上の要件）  

第 ７ 条 本通信制大学院博士前期課程の学生は、 2 年以上在学し 、 30 単位以上を 修得

し 、 かつ必要な研究指導を 受けた上、 当該大学院の行う 学位論文又は特定の課題に

関する 研究の成果の審査及び最終試験に合格し なければなら ない｡ 

2 本通信制大学院博士後期課程の学生は、 3 年以上在学し 、 16 単位以上を 修得し 、 か

つ必要な 研究指導を 受けた上、 当該大学院の行う 学位論文の審査及び最終試験に合

格し なければなら ない｡ 

 （ 履修科目の登録）  

第 8 条 学生は履修し よ う と する 授業科目について当該指導教授の承認を経て、 所定

の期日ま でに、 通信制大学院事務室に登録し なければなら ない｡ 

   第 4 章 教育方法及び研究指導 

 （ 教育方法）  

第 9 条 本通信制大学院の教育は、 授業科目の授業、 学位論文又は特定の課題に関す

る 研究の成果の作成に対する 指導（ 以下「 研究指導」 と いう ） によ っ て行う も のと

する 。
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2 授業の方法は、 次のいずれか、 又はそれら の併用によ り 行う も のと する ｡ 

 （ 1）  印刷教材等によ る 授業 

 （ 2）  放送授業 

 （ 3）  面接授業 

 （ 4）  メ ディ アを 利用し て行う 授業 

3 印刷教材等については授業科目を 担当する 教員が指定する も のと する ｡ 

4 印刷教材等によ る 授業については、 研究課題の添削指導を 行っ たう えで、 必要に応

じ て対面指導を 行う も のと する ｡ 

5 演習科目については、 印刷教材等によ る 授業と 面接授業の併用で行う も のと する ｡ 

6 研究指導については、 定期的に対面指導を行う も のと する ｡ 

7 本通信制大学院は、 学生に対し て、 授業およ び研究指導の方法、 内容なら びに一年

間の授業およ び研究指導の計画をあら かじ め明示する も のと する 。  

8 本通信制大学院は、 学生に対し て、 学修の成果およ び学位論文に係る 評価なら びに

修了の認定にあたっ ての基準を あら かじ め明示する も のと する 。  

9 本通信制大学院は、 授業およ び研究指導の内容なら びに方法等の改善を 図る ための

組織的な研修およ び研究を 行う も のと する 。  

   第 5 章 単位の修得、 試験及び学位論文 

 （ 単位の取得）  

第 10 条 本通信制大学院において所定の授業科目を履修し た者に対し ては、 特定の研

究課題に対する 報告又は単位修得試験を行い、 合格し た者に対し て単位を与える ｡ 

 （ 成績の評価）  

第 11 条 試験の成績は、 Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ ま たはＰ と し 、 Ｃ 以上およ びＰ を 合格と する 。  

 （ 論文提出と 研究計画）  

第 12 条 博士前期課程について、 本通信制大学院に 1 年以上在学し 、 履修すべき 授業

科目について単位を 修得し た者ま たは修得見込みのあ る 者は、 修士論文又は特定の

課題に関する 研究の成果の主題と その研究計画書を 当該指導教授に提出し 、 その承

認を 受けなければなら ない。  

2 博士後期課程について、 本通信制大学院に 2 年以上在学し 、 履修すべき 授業科目に

ついて単位を 修得し た者ま たは修得見込みのあ る 者は、 博士論文の主題と その研究

計画書を当該指導教授に提出し 、 その承認を 受けなければなら ない。  
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 （ 学位論文又は特定の課題に関する 研究の成果の提出）  

第 13 条 博士前期課程について、 修士の学位論文又は特定の課題に関する 研究の成果

は、 2 部作成し 、 当該指導教授を 通じ て通信制大学院専攻主任に提出する も のと す

る 。  

2 博士後期課程について、 博士の学位論文は、 5 部作成し 、 当該指導教授を 通じ て通

信制大学院専攻主任に提出する も のと する 。  

 （ 学位論文の提出期限）  

第 14 条 博士前期課程について、 修士の学位論文又は特定の課題に関する 研究の成果

の審査は、 在学期間中に提出さ せ、 ま た審査を終了する も のと する 。  

2 博士後期課程について、 博士の学位論文の審査は、 在学期間中に提出さ せ、 ま た審

査を 終了する も のと する 。  

 （ 論文又は特定の課題に関する 研究の成果の審査）  

第 15 条 博士前期課程について、 修士の学位論文又は特定の課題に関する 研究の成果

の審査は、 審査委員会がこ れにあたる 。  

2 博士後期課程について、 博士の学位論文の審査は、 審査委員会がこ れにあたる 。  

3 審査委員会は、 当該学位論文に係る 指導教授のほか、 学位論文に関連する 教員の中

から 博士前期課程では 2 名以上、 博士後期課程では 3 名以上の委員をも っ て構成す

る 。  

4 審査委員会は、 当該学位論文に係る 指導教授が主査と なる 。 主査以外の審査委員は

外国語学研究科委員会の議を 経て研究科長が指名する も のと する 。  

5 審査委員会は当該学生について口頭試問を行う も のと する 。  

 （ 審査の報告）  

第 16 条 審査委員会は、 審査及び論文の評価に関する 意見を 記載し た審査報告書を外

国語学研究科委員会に提出し なければなら ない。   

 （ 最終試験）  

第 17 条 最終試験は、 審査委員が学位論文を 中心と し て、 こ れに関連ある 科目につい

て行う ｡ 

 （ 論文と 最終試験の判定）  

第 18 条 学位論文及び最終試験の合格、 不合格は、 審査委員会の報告に基づき 、 外国

語学研究科委員会が決定する 。  
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   第 6 章 課程の修了及び学位の授与 

 （ 課程の修了及び学位の授与）  

第 19 条 博士前期課程の修了には、 本学則第 5 条の修業年限を 満たし 、 同第 6 条に規

定する 単位数を 修得し 、 かつ必要な研究指導を 受けた後、 修士論文の審査又は特定

の課題に関する 研究の成果の審査及び最終試験に合格し た者を も っ て、 その課程を

修了し たも のと する 。 ただし 、 修業年限に関し ては特に優れた研究業績を あ げた者、

入学前（ 大学院入学資格を 有し た後のも のに限る ） に修得し た単位を 、 教育課程の

一部を 履修し たと みなし 、 単位数、 その修得に要し た期間等を勘案し て 1 年を 超え

ない範囲で在学し たと 当該課程が認めた者に限り 、 当該課程に 1 年以上在学すれば

足り る も のと する 。   

2 博士後期課程の修了には、 本学則第 5 条の修業年限を満たし 、 同第 6 条に規定する

単位数を 修得し 、 かつ必要な研究指導を 受けた後、 博士論文の審査お よ び最終試験

に合格し た者を も って、 その課程を 修了し たも のと する 。 ただし 、  修業年限に関し

ては、 特に優れた研究業績を あげた者に限り 、 博士後期課程に 1 年（ 前項の規定に

よ る 在学期間 1 年を も って修士課程ま たは博士前期課程を  修了し た者は 2 年） 以上

在学すれば足り る も のと する  

3 本通信制大学院の学位論文審査、 最終試験の方法、 その他学位に関する 事項は、 名

古屋学院大学大学院学位規程の定める と こ ろ によ る 。  

   第 7 章 教職課程 

 （ 教職課程）  

第 20 条 本通信制大学院において教育職員免許状を取得し よ う と する 者は、 当該専攻

配当の関係科目の中から 教育職員免許状及び同施行規則に定める 必要単位数を 取得

し なければなら ない。 ただし 、 中学校教諭 1 種ま たは高等学校教諭 1 種免許状の取

得資格を有する 者に限る 。  

 （ 免許状の種類）  

第 21 条 本通信制大学院において取得でき る 教育職員免許状の種類は次のと おり と す

る 。  

課程を 置く 研究科･専攻 免許状の種類 

外国語学研究科 英語学専攻 
 中学校教諭専修免許状( 英語)  

 高等学校教諭専修免許状( 英語)  

 

   第 8 章 入学、 休学、 復学、 退学、 転入学、 転学、 除籍およ び再入学 
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 （ 入学）  

第 22 条 入学の時期は学年の初めと する 。 ただし 教育上特別の必要がある と 認めら れ

る と き には、 後期の初めと する こ と ができ る 。  

 （ 入学資格）  

第 23 条 本通信制大学院の博士前期課程に入学し よ う と する 者は次の各号の一に該当

する 者に限る 。  

 （ 1）  大学を卒業し た者｡ 

 （ 2）  学校教育法第 104 条第 4 項の規定によ り 学士の学位を 授与さ れた者 

 （ 3）  外国において学校教育における 16 年の課程を 修了し た者 

 （ 4）  文部大臣の指定し た者 

 （ 5）  大学に 3 年以上在学し 、 本通信制大学院が特に優れた成績で所定の単位を 修

得し たと 認めた者 

 （ 6）  本通信制大学院において 大学を 卒業し た者と 同等以上の学力を 有する と 認め

ら れた者で、 22 歳に達し た者 

2 本通信制大学院の博士後期課程に入学し よ う と する 者は次の各号の一に該当する 者

に限る 。  

 （ 1）  修士の学位を得た者 

 （ 2）  外国において修士の学位ま たはそれと 同等以上の学位を有する 者 

 （ 3）  大学院修士課程を 修了し た者と 同等以上の学力を 有する と 認めら れた者で、  

    24 歳に達し た者 

 （ 選抜試験）  

第 24 条 入学志願者に対し 選抜試験を 行う 。  

 （ 入学志願書等）  

第 25 条 入学志願者は、 入学志願書、 その他所定の書類に入学検定料を 添えて所定の

期日ま でに提出し なければなら ない。  

2 入学検定料は別表 2 のと おり と する 。  

 （ 入学許可）  

第 26 条 選抜試験に合格し 、 指定の期日ま でに所定の納入金を 納め、 指定する 必要書

類を 提出し た者に対し て学長が入学を 許可する 。  

 （ 休学）  

第 27 条 学生が病気その他やむを 得ない理由によ っ て 3 か月以上修学する こ と ができ

ないと き は、 理由を 具し 、 学長に願い出て許可を 受けなければなら ない。  

2 病気によ り 休学し よ う と する 者は、 願書に医師の診断書を 添える こ と を 必要と する 。  

3 病気のため、 修学が不適当と 認めら れる 学生に対し ては、 学長が休学を 命じ る こ と
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ができ る 。  

4 休学の期間は、 当該学年限り と する 。 ただし 、 特別の事由がある 場合には引き 続き

休学を する こ と ができ る 。  

5 休学でき る 期間は、 通算し て博士前期課程にあっ ては 2 年、 博士後期課程にあっ て

は 3 年を超える こ と はでき ない。  

6 休学の期間は在学期間に算入し ない。  

 （ 復学）  

第 28 条 休学者が復学し よ う と する と き は、 願い出て学長の許可を受けなければなら

ない。  

2 復学の時期は、 原則と し て学年の初めと する 。   

 （ 退学）  

第 29 条 学生が病気その他やむを 得ない理由によ って退学し よ う と する と き は、 その

理由を 具し 、 学長に願い出て許可を 受けなければなら ない。  

 （ 転入学）  

第 30 条 他の大学院の学生が所属大学院の研究科長の承認書を 付し 、 学年の開始日ま

でに、 本通信制大学院に転入学を 志願し たと き は、 選考の上、 許可する こ と ができ

る 。  

 （ 転学）  

第 31 条 本通信制大学院から 他の大学院に転学を 希望する 者は、 その理由を 具し 、 学

長に願い出て許可を 受けなければなら ない。  

 （ 除籍）  

第 32 条 学生が次の各号の一に該当する と き は、 学長がその者を除籍する 。  

 （ 1）  原則と し て博士前期課程では 4 年、 博士後期課程では 6 年の在学期間を経過

し た者 

 （ 2）  第 27 条第 5 項に規定する 休学期間を超えた者 

 （ 3）  授業料その他学費を 納入し ない者 

 （ 4）  死亡の者 

 （ 再入学）  

第 33 条 退学を し た者ま たは除籍さ れた者で再入学を 願い出たと き は、 願い出の理由

によ っ て選考の上、 学長が入学を許可する こ と ができ る 。  

2 再入学に関する 取り 扱いは、 大学院再入学に関する 規程に定める 。  

   第 9 章 教員組織 

 （ 教員）  
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第 34 条 本通信制大学院は、 本学外国語学研究科の専任教員が担当する 。  

2 前項の教員の他、 必要な場合には、 非常勤講師を 委嘱する 。  

3 本通信制大学院に、 通学の課程と は別に通信制大学院主任を 置く 。  

4 本通信制大学院を 担当する 教員は、 外国語学研究科委員会の議を経て学長が委嘱す

る 。  

   第 10 章 運営組織 

 （ 運営委員会）  

第 35 条 本通信制大学院には、 通信教育運営委員会を置く 。  

2 通信教育運営委員会は、 学長が次に掲げる 事項について決定を 行う に当たり 、 審議

し 、 意見を 述べる も のと する 。  

 （ 1）  通信制大学院運営の基本方針に関する 事項 

 （ 2）  通信制大学院の事務機構及び事務分掌に関する 事項 

 （ 3）  諸経費に関する 事項 

 （ 4）  学則中、 事務管理運営に関する 事項 

 （ 5）  通学の課程その他付属教育研究機関と の連絡調整に関する 事項 

 （ 6）  その他 

3 通信教育運営委員会の組織及び運営については別に定める ｡ 

 （ 外国語学研究科委員会）  

第 36 条 名古屋学院大学大学院学則にある 外国語学研究科委員会は、 本通信制大学院

に関わる 事項を 審議する ｡ 

2 外国語学研究科委員会の審議事項は、 別に定める 。  

   第 11 章 学費 

 （ 入学金）  

第 37 条 入学を許可さ れた者は、 別表 3 に定める 入学金を 納入し なければなら ない。      

2 本学則第 33 条に定める 再入学の場合も 同様と する 。  

 （ 学費）  

第 38 条 学生は別表 3 に定める 授業料を毎学年度、 ま たは毎学期の初めに納入し なけ

ればなら ない。  

2 前項に定める 授業料の納付に関する 規程は別に定める 。   

 （ 休学期間の授業料）  

第 39 条 休学期間は授業料を年間 15 万円( 7. 5 万円) と する 。  

 （ 学費の返付）  
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第 40 条 既に納入し た学費は返付し ない。  

 

   第 12 章 科目等履修生 

 （ 科目等履修生）  

第 41 条 本学則第 23 条の各号の一に該当する 者で、 本通信制大学院の特定の授業科

目について履修を 希望する 者がある と き は、 選考の上、 科目等履修生と し てこ れを

許可する こ と がある 。  

2 科目等履修生は、 その履修し た授業科目について試験を 受ける こ と ができ る 。  

3 試験に合格し た授業科目について、 単位修得証明書の交付を 受ける こ と ができ る 。  

   第 13 章 研究上の不正行為 

 （ 研究上の不正行為）  

第 42 条 学生は研究上の不正行為やその他の不適切な行為を 行ってはなら ない。  

2 不正行為の疑義が生じ た場合は、「 研究活動不正防止規程」 によ り 、 事実関係を 調

査する 。  

3 学長は、 研究活動上の不正行為が行われたも のと 認定さ れた場合は、 研究科委員会

及び大学院委員会の議を経て、 処分を 課すも のと する 。  

   第 14 章 補則 

（ 学則の準用）  

第 43 条 本学則に定める も のの他については、 名古屋学院大学大学院学則の定める と

こ ろ によ る 。  

（ 改廃）  

第 44 条 本学則の改廃は、 大学院委員会の議を経て理事会で行う 。  

 

 附則 1  こ の学則は､2000 年 12 月 21 日に制定し ､2000 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 2  こ の学則は､2003 年 3 月 19 日に改正し ､2003 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 3  こ の学則は､ 2004 年 3 月 23 日に改正し ､2004 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 4  こ の学則は､ 2005 年 3 月 23 日に改正し ､2005 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 5  こ の学則は､ 2006 年 11 月７ 日に改正し ､2007 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 6  こ の学則は､ 2007 年 12 月 3 日に改正し ､2008 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 7  こ の学則は､ 2008 年 3 月 19 日に改正し ､2008 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 附則 8  こ の学則は､ 2011 年 1 月 18 日に改正し ､2011 年 1 月 18 日から 施行する ｡ 

 附則 9  ( 1) こ の学則は 2012 年 3 月 13 日に改正し ､2012 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 

 ( 2) 2012 年 3 月 31 日に在籍する 者は従前の規定を 適用する 。  

 附則 10 ( 1) こ の学則は 2012 年 6 月 27 日に改正し ､2013 年 4 月 1 日から 施行する ｡ 
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 ( 2) 2013 年 3 月 31 日に在籍する 者は従前の規定を 適用する 。   

附則 11 こ の学則は､ 2015 年 3 月 10 日改正 2015 年 4 月 1 日施行 

 附則 12 こ の学則は 2016 年 3 月 15 日改正 2016 年 4 月 1 日施行 

 附則 13 こ の学則は 2018 年 2 月 13 日及び 2018 年 3 月 13 日改正 2018 年 4 月 1 日

施行 

 附則 14 （ 1） こ の学則は 2019 年 3 月 19 日改正、 2019 年 4 月 1 日から 施行する 。  

（ 2） 2019 年 3 月 31 日に在籍する 者は従前の規定を 適用する 。  

 附則 15 （ 1） こ の学則は 2021 年 3 月 16 日改正、 2021 年 4 月 1 日から 施行する 。  

     （ 2） 2021 年 3 月 31 日に在籍する 者は従前の規定を 適用する 。  

 附則 16 （ 1） こ の学則は 2021 年 6 月 25 日改正、 2022 年 4 月 1 日から 施行する 。  

（ 2） 2022 年 3 月 31 日に在籍する 者は従前の規定を 適用する 。  

（ 3） 第 4 条について、 各専攻の 2022 年度から 2024 年度における 収容定 

員は、 それぞれ次のと おり 読み替える も のと する 。  

研究科名 専攻名 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

外国語学研究科 
英語学専攻 

博士後期課程 
7 名 5 名 3 名 
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別表 1  授業科目表 

博士（ 前期） 課程 授業科目表 

授業科目 

必修科目単位数 選択科目単位数 

通信 面接 
指導書

有無 
計 通信 面接 

指導書

有無 
計 

英語学研究 1 1 有 2     

英米文学研究 1 1 有 2     

英語教育学研究 1 1 有 2     

ｱｶﾃ゙ ﾐｯｸ･ｲﾝｸﾞ ﾘｯｼｭⅠ     2  有 2 

ｱｶﾃ゙ ﾐｯｸ･ｲﾝｸﾞ ﾘｯｼｭⅡ     2  有 2 

談話分析研究     2  有 2 

英語音声学研究     2  有 2 

言語学研究     2  有 2 

イ ギリ ス 文学研究Ⅰ     2  有 2 

イ ギリ ス 文学研究Ⅱ     2  有 2 

アメ リ カ文学研究Ⅰ     2  有 2 

アメ リ カ文学研究Ⅱ     2  有 2 

異文化間ｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ研究     2  有 2 

第二言語習得論研究     2  有 2 

英語教育方法論研究     2  有 2 

英語教育指導論研究     2  有 2 

英語教育工学研究     2  有 2 

教育方法論研究     2  有 2 

教育心理学研究     2  有 2 

英語学論文演習     6 2 有 8 

英米文学論文演習     6 2 有 8 

英語教育学論文演習     6 2 有 8 

【 修了要件】  

1． 必修 3 科目 6 単位、 演習科目を 除く 選択 8 科目 16 単位以上修得。  

2． 演習科目 1 科目 8 単位を 履修し 研究指導を受け、 修士論文、 ま たは特定の課題に

関する 研究の成果を 提出し 審査に合格し 、 修了試験に合格する こ と 。
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博士（ 後期） 課程 授業科目表 

授業科目 

必修科目単位数 選択科目単位数 

通信 面接 
指導書

有無 
計 通信 面接 

指導書

有無 
計 

後期研究指導 7 5 有 12     

英語学特殊講義     2  有 2 

応用言語学特殊講義     2  有 2 

第二言語習得論特殊講義     2  有 2 

日英語意味論特殊講義     2  有 2 

イ ギリ ス 文学特殊講義     2  有 2 

アメ リ カ文学特殊講義     2  有 2 

異文化間ｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ特殊講義     2  有 2 

英語教育工学特殊講義     2  有 2 

英語教育指導論特殊講義     2  有 2 

英語教育学特殊講義     2  有 2 

【 修了要件】  

 1． 必修 12 単位、 特殊講義 2 科目 4 単位以上修得。  

 2． 博士論文を提出し 、 審査に合格し 、 修了試験に合格する こ と 。  

 3．「 後期研究指導」 の面接授業は 1 年次に 2 単位、 2 年次に 2 単位、 3 年次に 1 単位

を 修得し なければなら ない。  

 

別表 2  入学検定料 

入学検定料 35, 000 円 

 

別表 3 学費 

区 分 金  額 

入学金 200， 000 円 

授業料 540， 000 円 

合 計 740， 000 円 
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